
集会宣言 (案) 

2012 年 12 月の総選挙で政権に返り咲いた第 2 次安倍内閣は、数の力による
強権政治を続け、日本を再び戦争できる国へ変える企み、脱原発政策から原発再
稼働への転換、大企業のための「アベノミクス」や消費税増税による国民生活破
壊など悪政の限りを尽くしてきました。11 月 21 日に国会が解散され、総選挙が
実施されることになりました。安倍内閣が国民要求に押され、政治の行き詰まり
を打開し延命を図るための解散総選挙です。この選挙で安倍内閣に痛打を浴びせ
なければなりません。

安倍内閣は、昨年成立した「特定秘密保護法」を 12 月 10 日から施行すると
閣議決定しました。しかしこの法律は、行政機関の長が一方的に秘密を指定する
と、国会議員にすら秘密にできるとんでもない悪法です。原発や自衛隊の情報な
ど、大事な情報が隠される危険があり、マスコミの報道も抑制され、国民の知る
権利を奪います。多くの法曹関係者や言論・文化人、市民団体などが反対してい
ます。私たちは、特定秘密保護法の施行中止と廃止を要求します。

安倍内閣は 7 月 1 日、これまでの政府の憲法解釈を根本的に変更する「集団
的自衛権行使容認」の閣議決定を行いました。法律の整備がされると、日本が攻
められていなくても武力行使が可能となります。この間、秘密保護法、日本版
NSC 設置、武器輸出解禁などが行われ、海外で戦争をする国になろうとしてい
ます。子どもたちの未来を守らなければなりません。膨大な軍事費の支出も認め
ることはできません。私たちは、平和を守り、戦争する国にさせないために声を
上げてゆきます。

福島原発の事故はいまだ収束の目途も立たず、多くの住民が故郷を追われてい
ます。放射性物質が海に放出され、環境破壊が進み、住民とりわけ子供たちの健
康被害が心配されます。しかし電力会社と政府は安全性の確認がないまま原発再
稼働を急ぎ、外国への輸出も計画しています。使用済み核燃料の処分方法も見つ
からず、事故が起きた時には時間、空間を超えて社会に大きな打撃を与えること
が明らかになりました。原発は人類と共存できないことを示しています。私たち
は、伊方原発をはじめ原発の再稼働を認めません。当面切迫している川内原発の
再稼働に断固反対します。

消費税引き上げは、国民生活を直撃しました。高知県でも老舗商店が閉店に追
い込まれています。賃金は上がらず、円安などによる物価上昇、年金切り下げ、
社会保障切り下げなどで格差が広がりました。国民の生活苦の一方で富裕層と大
企業は利潤を貯めこみました。「アベノミクス」の失敗は明らかです。私たちは、
安定した雇用の確保と賃上げを求めます。

11 月 16 日に行われた沖縄県知事選挙では、新基地建設に反対する翁長候補が
圧勝し、沖縄県民の強力な意思を示しました。私たちは、これからも沖縄と連帯
する行動を強めていきます。

いよいよ総選挙です。いまこそ安倍内閣の悪政を許さず、退陣に追い込みまし
ょう。平和を守り、原発のない安全な日本、みんなが安心して暮らせる社会を作
るために、たくさんの人々と手をつないで運動していくことを宣言します。
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